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Typological Consideration of Japanese Agricultural Structural Reform
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Once, OGURA Takekazu, who is one of the key persons behind the Agricultural Basic Law, made

the following reflection. ┣I was caught by the theory of Western Europe and couldn't think over

the reality of Japanese agriculture profoundly. It was necessary to conduct a study on the character

of Japanese agriculture and the rural community, and to plan the structural reform based on it.─

The theme of this paper is to consider the type of structural reform based on the reflection of OGU-

RA. The main reason why the agricultural structural reform hasn't proceeded well in Japan is that

agricultural administration disregarded the power of rural society. In a traditional Japanese rural

community, i. eχ, each plot of arable land was a separate territory, and its property rights be-

longed to the family of each peasant. In such a rural community with this tradition, it is necessary

for agricultural administration to declare it would insure that farmers could defend their farmland

property rights in the first place, and after that, to devise a way to to separate use right from the

ownership of the arable land to execute the structural reform. After the mutual agreement of the

landowners' group in the rural community is completed, it is necessary to entrust the farm man-

agement to a reliable person or group who has managerial skills. However, there is a great deal of

room for the invention of these methods in each region. Therefore, the types might be diversified

and a long term is also required. In the above-mentioned points, Japanese type agricultural struc-

tural reform will be greatly different from the image that WTO holds. It is necessary for agricultur-

al administration to declare these clearly inside and outside Japan.

Key words：diversity in the development form of world agriculture, agricultural structural reform
based on Japanese rural communities, Japanese agriculture supported by the rural community,

farmland as household property, farmland managed by rural communities

1. は　じ　め　に

　農業構造改革は，人・土地（本源的自然）結合関係

の人為的改変であるため，強い社会的性格を帯びる．

したがってその実現には，①技術合理性，②経済合理

性とともに，③社会合理性（社会が受容しうるか否

か）が大きなポイントを握る．これまで農業経済学は，
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「社会」の要素を無視したわけではないが，その能動

性を「学」の体系に組み入れることができなかった．

学／政策／現場の間に齟齬があることは工業・商業で

も同じであるが，農業，とくに小農制農業においてそ

れが際立つのは，家計と経営が未分離な小農というあ

り方とともに，それと密接に関連した「社会」の重さ

に起因するところが大きい．

　ここでは，「社会」とは農業主体性とそれを取り巻

く諸環境（農地所有・社会組織・諸慣行・エートス）

のあり方を指す．「社会」のありようは「自然（農法



的個性）」とともに「歴史（歴史的ポジション）」に深

く規定される．したがって本稿の課題は，自然・歴

史・社会の三側面の考察を通じて，とりわけ前二者の

規定を受けながら形成されてくる「社会」のもつ能動

性を重視しつつ，農業構造改革の日本的特質を明らか

にすることである．考察対象は，その固有領域である

土地利用型農業，とくに水田農業にしぼる（註 1）．

世界農業における日本的特質に照準を定めたいからで

ある．

　├社会」に注目することは自ずと，経済学における

「普遍ベースの知の体系」を相対化し，「個性」という

論点を浮上させる．国や地域によって問題状況に「差

異」があることは当然であるが，経済学の特徴はそれ

をタイムラグととらえる傾向が強いことである．しか

し，経済も現実には「（歴史的現在としての）社会」

において現象する以上，自ずと個性的たらざるをえな

い．近代化／現代化にはいくつものコースがあるとい

うことを，「原則のモディフィケーション」ではなく，

現実というもののあり方の，したがって「本質的な問

題（類型的問題）」として承認する必要があると思う．

　今日の農業構造改革は，グローバル化，より具体的

にいえばWTO体制を強く意識しつつ論じられてい

るところに大きな特徴がある（註 2）．グローバル化

自体は逆らい難い趨勢であるが，その現実的意味は一

義的に定められたものではない．最も大きな分岐点は，

抽象的な「世界標準」の強制に甘んじるか，世界を

「多様性の相互補完」として関係性が増すものとして

構成できるかにある．前者に新しい哲学などいらない

（むしろ「過去」への回帰ですら）が，後者には「多

様な世界」を論じうる新しいフレーム（ここでは世界

類型論（註 3）とよんだ）がいる．多様性を宿命的に

刻印された大地と生物資源を対象とする農業経済学は，

このような「知」を生み出す力になる必要があるので

はないか．本稿は，このような問題意識のもとで，構

造改革問題を切り口にして，グローバル化時代の農業

経済学における類型論の意義を考えるものでもある．

2. 導入・いくつかの論点

1）小倉武一が投げかけた「問い」
　歴史と現状の接点という意味で，小倉武一の述懐か

ら論点を拾う．周知のように小倉は基本法農政立役者

の一人である．農業再生のための構造改革を強く希求

し続けた人物の「反省」であれば，振り返るべき重み

があるだけでなく，それに向き合うことを避けて構造

改革を論ずることはできないであろう．小倉（1981～

82）から関連部分を例示する．

　①東畑精一会長の考えを踏襲して農業の産業化ない

し企業化を調査の中心命題とした．そして，自立経営

農家等を構造政策の柱の一つにしたのであったが，私

は西欧の考え方に目を奪われて，柳田國男さんの「中

農養成策」の存在を知るに至らなかったのである．の

ちに私はこれを読んで，その養成策の諸施策の先駆的

構想に一驚した…」（第 14 巻・81┡2 頁…以下略記）．

　②「農地改革の直後からすでに農地についての所有

権をできるだけ制約のないものとする方向がとられて

きましたが…農地についても市場機能をできるだけ発

(註 1) 近代の開拓地である北海道と畑作地帯であり東南アジア型農村との類似性がみられる南九州・沖縄が除外され

ている．北海道はイエ・ムラを欠き人口圧も低いうえ休閑除草農業との農法的近似性などから構造改革への順応力は

高く「基本法農政の優等生」になった（内地農業に対する一批判軸）．ここでの「無理」は集中的な国家的開発とし

て行われたところにあり，「巨額の負債」がその裏面を形成した．他方沖縄では，フレキシブルな社会関係が農村の

柔軟な対応を可能にしており北海道と並ぶいま一つの批判軸を形成している．しかし，そのフレキシビリティが必ず

しも農業構造改革や農業経営主体の強化につながらず，むしろ「非農業的社会システム」という別途の個性が浮上し

ているようにみえる．そうであれば，これもまた興味深い類型的論点であろう．日本農業における北海道と沖縄の意

味をシャープに論じたものに，原（2007）．沖縄農業については来間（2008）．

(註 2) J.R. シンプソンは，奇しくもほぼ 10 年前に，「新たに失われる 10 年」という印象的なフレーズからはじまる

著者（シンプソン 2002）において，世界の舞台で農政論を戦わせるには，「基本的人権」という西欧が立脚する知の

ベースを理解することが不可欠だと述べ，「西欧的な知」の誤解を招いた失敗例として「食料自給率（food self-suffi-

ciency rate）」というタームをあげる．これは第二次大戦に連動した保護主義を想起させるネガティブな表現であり，

支持を与える対象にはなり難いという．そうではなく，その逆数を国家的依存度の高さを示す「食料依存率（food

dependency rate）」と表現してこそ（自給率 40％を依存率 60％と）問題の重要性が理解される，という．なお「国

際舞台での議論の仕方」というシンプソンの提示した論点を発展させたものに久野（2011）がある．

(註 3) 現代における最も体系的で有効な世界類型論は，フランスの社会人類学者E・トッドのそれだと考えている．

これには別稿を用意したいが，まずはトッド（1992・93）を参照されたい．以後，時事問題にも多くの発言を重ねて

おり，トッド（2009,2010）は，グロ－バル化を相対化する知的ヒントに満ちている．
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第 1表　経営規模 5町歩以上農家の減少過程と増加への転換点（都府県)

1908 年
（明 41）

1910 年

（同 43)

1920 年

（大 9)

1930 年

（昭 5)

1940 年

（同 15)

1947 年

（同 22)

1949 年
（同 24)

1955 年

（同 30)

41,642 戸
（100.0)

35,742 戸

（ 85.8)

24,056 戸

（ 57.8)

12,838 戸

（ 30.8)

11,574 戸

（ 27.8)

1,235 戸

（ 3.0)

※659 戸
（ 1.6)

1,495 戸

（ 3.5)

　註：加用（1977：p.101）より作成．※はボトム．

揮させようとした方向は妥当であったかどうかそれが

問題です」（同・435 頁）．

　③しかもわが国では国土面積 3700 万町歩のうち

1000 万町歩以上が国有（営）または公有（営）に

なっているようです…しかしこれらに沈黙を守って，

全国津々浦々に構造改革をよびかけるのは，少しどう

かと思います」（第 7巻・30 頁）．

　④「土地所有の近代化という観点からすると，近代

化のための法制は，昭和二十七年の農地法の制定に

よって終着駅に到達したとみるべきでしょう」（同・

367 頁）（しかし…野田）「農地改革後の農地制度は…

（依然として…野田）私的所有権への接近を目指して

いました…この過程において，（結局…野田）土地と

くに農地所有の社会化という観点が全く顧みられませ

んでした」（同・362 頁）．

　⑤「農政学は農業経済学に席を譲るにいたりました

…けれど，農業政策も経済学だけで理解できたり樹立

できたりするものではありません…学際的アプローチ

を必要とするのです」（第 5巻・17 頁）．

　基本法農政の中心人物が「西欧の考え方に目を奪わ

れていた」という①は驚きであり，柳田から受けた衝

撃とは何かについても興味が湧くであろう．「近代化

アプローチは農地法まで」という④は，「市場機能強

化という手法」への疑問②と対をなしている．構造改

革には国・公有林を含めるべきだという③の背景には

農地改革のみならず地租改正までを見通す視野があり，

⑤はかかる諸反省から導き出された方法論的結論であ

る．これらの問いに答えることを一つの柱にして，日

本的な農業構造改革のあり方を考えたい．

2）「通史」としてみる眼Ё2000 年農業センサスに
対する梶井功の発言Ё

　2000 年センサスは 5 ha 以上層が 4.3 万戸へと急増

したことを報じて注目を浴びたが，これに対し梶井功

は，「明治 41 年（経営規模別農家数が把握された初

年）水準に戻っただけ」（梶井（2001））と指摘した．

私には目から鱗であった．もちろん，近世日本農業で

は生産力発展が経営規模縮小と並行したこと（経営規

模縮小論）や，大正期の生産力展開が中間層の増大

（中農標準化）に帰結したことは知っていたが，その

全体を通史として把握する視野がなかった．要するに，

近世・近代を通した過去数百年にわたり，日本農業に

おける生産力発展は一貫して経営規模縮小（正確にい

えば大規模層の減少）に帰結していた可能性が高いの

であり（註 4），大規模層の増加へと転じたのは，実

に 20 世紀後半のことであったのである（第 1表）．

3）構造改革視点からの農業類型
　以上のような史実の意味するところに注意が払われ

ないまま構造改革が「世界標準」とされることに違和

感を感じ，私はかつて次のような世界農業類型論を提

示したことがある（野田 2006a）（註 5）．

　①構造改革不要地域…ヨーロッパ（西欧旧開地）移

民が先住民の土地を奪うことによって成立した新開地

農業であり，固有の構造改革をほとんど必要としてこ

なかった国々である．北アメリカとオセアニアを典型

とし，より古い植民史をもつ南アメリカ（さらには東

部ロシア）がそれに準ずる．土地所有と歴史の制約か

ら最も自由なこの類型こそ，世界農業市場における最

強グループである．

　②構造改革達成地域…植民者たちの母国であり，近

(註 4) ├大規模経営層の減少」という視点に純化すれば歴史はさらに遡る．なお，明治期は両極分解であったという

説があるが，所有（地主・小作）分解との混同であろう．

(註 5) 日本を「構造改革不能地域」としていることに対して，「困難ではあっても不能ではない」という趣旨の批判

を多々いただいている．私自身同じ論文のなかで「日本型農業構造改革の必要性」を述べているのであるから，これ

は当然の批判である．にもかかわらずかかる表現をとったのは，他の諸類型と区別される類型的個性を一つの理念型

として示したかったからであり，脱「世界標準（的思考）」という観点を強調したかったからである．「世界標準と異

なる日本型」の内容は，本稿「6.（2）」を参照されたい．なお（野田 2006a）では「構造政策」と表記しているが，

ここでは表題に即して「構造改革」に改めた．
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代農業革命発祥の地であり，現代農業革命（註 6）

（構造改革）により，①に次ぐ輸出能力を獲得するに

至ったヨーロッパ農業である．過去において日本と同

様の強力な村落規制を成立させながら近代への移行過

程でそれを破壊し，そのうえに本格的な構造改革を実

現した国々である．

　③構造改革不能地域…構造改革の必要が痛感され政

策努力が重ねられてきたにもかかわらず，農法的個性

と歴史の重みに妨げられて果たせず，農業の不利性が

急速に拡大してきた国々である．日本・韓国・台湾等

東北アジアの国・地域が典型である．構造改革が普遍

課題たりえないという点では，東南アジアも近似する．

　④構造改革未然地域…未だ構造改革の必要性が自明

とはなっていない国・地域である．巨大なプランテー

ションは存在するが，農民経営とは無縁である．かか

る地域を代表させるとすればアフリカであろう．

4）構成と留意点
　本稿では，日本の農業構造改革をめぐる諸問題を，

（a）自然の規定性（農法論的個性），（b）歴史的ポジ

ションの規定性（中進国性），（c）社会の規定性（イ

エ・ムラ（註 7）＝農業主体性の存在形態）の順に考

察する．比較対象は，ともにある歴史時点で強力な共

同体規制（市場原理の障害物）をつくりあげながら，

農業構造改革において鮮やかに成・否をわけた二つの

類型…ヨーロッパと日本である．「中進国」とは「前

期・後発資本主義国（註 8）」の意味である．「後発」

とは西欧（≒先進）諸国に対する，「前期」とは非西

欧（≒後進）諸国に対するおおまかな特徴づけである．

3. 農法と農業構造
Ё日本農業の農法論的性格Ё

1）農法視点からの世界農業類型
　第 2表は乾湿度合（気温と降雨量）と降雨時期を指

標とする，飯沼（1985）による周知の農法類型である．

夏季降雨量に恵まれ，作物の成育旺盛な（したがって

雑草除去が鍵を握る）除草農業地帯（註 9）が世界農

業生産の中心である．除草農業地帯には，休閑耕を農

法的基礎とする休閑除草農業（西欧）と，栽培過程管

理を農法的基礎とする中耕除草農業（註 10）（モン

スーン・アジア）の二類型があり，日本は後者に属す

る．田中（1993）はこれに環境適応型／環境形成型と

いう別区分を持ち込み，中耕農業内部の差異を説明し

た．「適応型」とは，巨大な自然への適応を通じて農

業が成立する地域（典型＝メコンデルタ等での浮稲栽

第 2表　農法論からみた世界農業類型

夏季降雨量

多 少

乾
湿
度
合

乾

燥

休閑除草農業

（ヨーロッパ・北米)

休閑保水農業 休閑

農業

湿

潤

中耕除草農業

（モンスーン・アジア)

中耕保水農業 中耕

農業

除草農業 保水農業

　註：飯沼（1985）より作成．
　　　├乾湿度合」「夏季降雨量」はマルトンヌの乾燥指数．
　　　(積算降雨量/（同一期間の平柊気温＋10））に基づ

く区分．「乾湿度合」は年指数，「夏季降雨量」は夏
指数．

(註 6) 20 世紀の科学技術の発展は農業技術体系を一新した．これらの成果を生産力化するには，その体系的・合理的

導入を可能にする資本力・経営能力と経営規模が必要であった．これらを兼ね備える卓越した経営体の創出とそれに

よる農業生産力の飛躍的発展を現代農業革命とよんだ．農業構造改革は現代農業革命の前提条件であった．もちろん，

英ノーフォーク起点の（近代）農業革命を意識した呼称である．

(註 7) イエとは家産・家名・家業の三位一体によって成立し（長子）単独相続によって継承される日本的直系家族の

存在形態である．ムラは，本稿では行政町村内部のある種の単位性をもったインフォーマルな小地域の総称として用

いる．協業の単位である農家小組合は農業集落（13 万 9,000／2010 年農業センサス）との対応性が強いことは間違

いないが，小作組合・小作争議の立ち上げでは自立性と統率性をもつ旧近世村（6万 3,000／自治村落）の意味が無

視できないし，国家に対する社会というものをイメージするうえでも欠かせないと考えている．現時点では，それ以

上論ずる準備はない．ここではそれらの違いを無視することにする．なお，農業史研究において両者がしばしば混同

されていたとの田代洋一の批判（田代 2008）は妥当である．農業史研究における農業集落視点からの自治村落論批

判は坂根（1996）．

(註 8) 小倉（1982）の用法を借りた．

(註 9) 除草の農法的意義を明確にしたのは加用（1996）の功績である．

(註 10) 中耕とは作物栽培過程における耕耘のことであるが，同過程の管理労働総体をさすことにする．
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培）であり，「形成型」とは人為的制御の余地が大き

く，諸条件の改善（水田の装置化）により，安定的か

つ高度な発展がみられた地域である．飯沼のいう中耕

除草農業は，事実上，田中のいう「中耕除草・環境形

成型農業」と重なっており，その典型は日本の水田農

業である（東南アジアとの対比）．ここでは便宜上，

「中耕除草農業」概念を田中の意味で用いる．

2）中耕と休閑耕
　温暖・多湿の日本では，草肥による地力維持が可能

になるとともに雑草・昆虫・病気の制御を大課題にし

た．「草」の確保自体が辛苦労働を要し，多肥化はこ

れらの被害を激化させるため一層集約的な管理を要求

する．他方，水田は優秀な装置であり，乾田化により

表作（米）の向上とともに多毛作化，典型的には米麦

二毛作（二大主食用穀物の単年度連作），さらには蔬

菜・菜種栽培などをも可能にする．ここでは，質・量

兼ね備えた継続的な労働投下が生産力向上・安定の鍵

を握った．

　他方，乾燥・冷涼な西欧では草肥に依存できず地力

維持の基本線は家畜（春肥）におかれた．地力増進は

家畜増頭を基本とし，家畜増頭は広大な草地を要求し，

草地が農業経営と一体化した団地的集合としての農場

制農業（farm／その担い手が farmer である）を形成

した．飼養家畜数が農家存続の分岐点となり，下層は

農業労働者化を余儀なくされた．除草は休閑耕で行い，

速く深く耕すための大型化が進んだ（連畜＋大型有輪

犂）．輪栽式農法（農業革命）は休閑を解消したが，

輪作に組み込まれた多年生牧草（赤クローバの土表被

覆効果）と根菜類（飼料カブ）のための深耕が休閑耕

を代替した（註 11）．ここでは条播機と中耕機および

軽量・小型で，かつ深耕可能な無輪揺動犂の開発が技

術的基礎をなした（畜力が原動機に置き換われば農業

機械体系となる）．

3）Industrious Revolution（勤勉革命）という言葉
　肥培管理が鍵を握る日本農業は，手労働段階では圃

場の「狭さ」も管理上，「分散」もリスク対応上合理

性をもち（零細分散錯圃制の歴史的意味），多毛作化

を軸とする内包的発展論理（土地生産性の重視）を深

く内在化させていた．他方，地力再生産を家畜で，雑

草防除を耕耘で行う西欧農業は，家畜増頭を可能にす

る経営規模と，それに見合う耕耘の能率化（大馬力

化）という顕著な外延的拡大衝動を内包していた．

　注目すべきことは，生産手段を指標にとれば「遅

れ」が歴然とする日本農業が，絶対値（単収）のみな

らず近代化対応（伸び率）にも優れた能力を示したこ

とである．収穫率（収穫量/播種量）で比較すると，

フランス小麦は 19 世紀初頭で 6.3，20 世紀初頭で

8.1 だったのに対し，日本の水稲は 18 世紀で 30，20

世紀初頭で 100.5 であった（註 12）．このような史実

に対し，西欧経済史からは Industrial Revolution（機

械化基軸の西欧型「産業革命」）に対する Industrious

Revolution（技能基軸の日本型「勤勉革命」）の呼称

が与えられた．この学問的意味は，近代化を西欧化と

等置してきたことへの反省であり，「近代化の類型差

（複線的発展論）」というクリティカルな論点を日本農

業史から抽出したところにある（註 13）．

4）小括Ё農法と農業構造問題Ё
　以上の農法的特質に対応して，西欧農業は早期に共

同体を解体し，没落した零細農を雇用する大経営を生

み出した．これに対し日本農業は，逆に雇傭労働力を

排出し家族協業的性格を強化し，小農（家族経営のこ

とである）共同体へと純化しつつその組織的高度化に

向かった．食形態もまた農業構造に影響を与えたので，

付言しておきたい．粉食形態の小麦では製粉工程を担

う資力の有無が分岐点となったが，粒食形態の米に分

解機能は乏しく，かかる側面からも共同体は維持され

ることになったのである（註 14）．

　エンクロージャーとは，かかる農法的根拠に基づく

西欧農業の「構造改革」のことである（英では 16C

の第一次，18C の第二次）．加用信文によれば，三圃

式段階の農場規模は 10 エーカー単位，穀草式段階で

は 100 エーカー単位，輪栽式段階では 1,000 エーカー

水準の経営も登場した（註 15）．西欧農業は 16 世紀

以来途切れることなく「構造改革」を継続してきたの

であり，対する日本は逆に，小農（家族経営）化・小

規模化しつつ高密度の組織化を進め，〈零細分散錯圃

(註 11) 典型的には，カブ┡大麦┡赤クローバ┡小麦の作付け順序をもつ四圃輪作（ノーフォーク農法）．赤クローバが

春季耕を代替しカブが夏季耕を代替した．

(註 12) 持田（1990）（第 7表，p.59）．フランス（西欧）小麦の収穫率が著しく低いのは，雑草対策としての厚播の

ためでもある．これもまた西欧的であろう．なおこの数値は土地生産性の発展を示しているともいえるが，投下労働

量が同じ比率で増加したわけではないので労働生産性も増加している．この点で，近代日本農業が「労働生産性を犠

牲にして土地生産性を志向した」という言い方は不正確である．ウエイトは違うが両者は併進した．

(註 13) 勤勉革命という表現を創案したのは速水（1977）である．

(註 14) 飯田（2009）および大島（2009）の「編者あとがき」に教示を受けた．
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と混住性〉〈高度化された土地利用〉〈農家相互の重層

的協業編成〉〈ムラによる土地・水資源管理〉〈ムラと

いう領域／統治意識の形成〉等を特質とする農業・農

村のシステムとエートスを生み出したのである．これ

らの差異すべてが，現代農業構造改革論が視野に収め

るべき初期条件を構成した．

4. 中進国性と農業構造
Ё世界システムの規定性Ё

1）近代への対応Ё土地改革と農業戦略の日本的形
態Ё

　近代への参入には通常土地改革を伴うが，日本のそ

れは目的を殖産興業・富国強兵のための国税（地租）

と資材（木材）の確保に絞ったところに顕著な特徴が

あった．前者には農地における徹底した私権の確立

（地租改正）が対応した．ここでは旧領主階級の（封

建的）土地所有は完全に否定され，農民身分（地主・

小作はこの中の小区分である）に全面解放された（こ

の意味で西欧土地改革よりはるかに農民的である）．

後者には森林資源の国家的囲い込み（林野官民有区

分）が対応し，優良林野と農民的利用を立証できない

多数の林野が国有地に編入された．日本における近代

土地改革は，徹底した私的土地所有（耕地）と巨大な

国家的所有（最優良部分は御料林である）を同時に生

み出すという，特異な形態をとった（中進国性）．以

後，耕地と山林は分離され，各々の専門化がめざされ

たため（註 16），林業・畜産・耕種農業の有機的連携

を模索する途が閉ざされた．先の小倉の論点③は，そ

の現代的意味を問うたものである．

　近代化（人口増と食の高度化）に対し日本農業は

「水田農業の高度化」（註 17）で対応したが，これは

伝統的な農業組織と農業慣行を継承することでもあっ

た．他方，西欧農業は，19 世紀末農業恐慌（交通革

命による海外からの穀物流入）を契機に，主軸を耕種

から畜産へ移す巨大な構造転換（伝統の分断）を経験

し，ここでも多数の農家が零落した．

2）「三大基本数字」というもの
　日本では，以下に示される明治初期の農業規模が

20 世紀半ばまで維持された．農家数（約 550 万戸），

農地面積（約 600 万町歩），農業就業人口（約 1,400

万人）がそれである．これを「三大基本数字」とよん

だのは横井時敬であるが，それが明治・大正はおろか，

前二者については高度経済成長期まで維持されたこと

に驚嘆すべきである（第 3表）．

　農家数が減らなかったのは先進国との，人口増加分

を都市が安定吸収できたのは途上国との，いずれも決

定的な相違である．都市の膨張にもかかわらず農家数

を維持・微増させた秘密は，イエの存在であった．後

継ぎは確実にムラに残りイエを守ったのである．これ

が，高度成長期までの日本近現代 100 年を貫いた農家

（イエ）の行動様式であった．

3）近代化過程の「圧縮」と国家の前面化
　中進国では近代化過程が大幅に「圧縮」されるため，

社会の対応が追いつかず独特の緊張を抱える（註 18）．

前者，すなわち国家による強権的圧縮の事例が明治初

期のムラ撲滅策（行政権のみならず財政基盤と信仰の

対象の近代行政村への合一）の強行（註 19）であり，

第 3表　├三大基本数字」の崩壊過程
（単位＝万戸，万 ha，万人)

農家戸数 耕地面積 農業就業人口

1960 606（110) 607（101) 1,196（85)┢

1980 466（ 85) 546（ 92) 506（36)

2000 307（ 56) 483（ 82) 389（29)

2010 253（ 46) 459（ 77) 261（19)

　註：┪ポケット農林水産統計』各年次．（　）内は「三大基
本数字」に対する比率．2010 年は，農家戸数・農業
就業人口は「2010 年センサス」．耕地面積は「同年農
林水産統計」．┢は磯辺（2010）の表 7┡1 より．ゴチッ
クは「三大基本数字」に近似もしくは上回るもの．

(註 15) 加用（1996）．加用は専らイギリスをみているため大陸諸国より変化が過大にあらわれており，ここでも（註

5）と同様のやや極端な特徴づけとなっている．絶対値ではなく「（絶えざる顕著な）規模拡大傾向」を確認していた

だければ幸いである．なお近年のドイツ史研究は，村落共同体の機能が 19 世紀に入っても一定程度維持されていた

ことを明らかにしている．例えば，藤田（2011），平井（2007）．ただし平井が明らかにしたのは「人口の半ばを超え

て増加し続ける下層民」への対策であり，日本とはレベルを異にする競争的・分断的性格をもった村落状況である．

(註 16) 林業への専門化が進むのは明治末以降．なお，近世における山の多くが「草山」であったため，明治初期の

山林比率は「2割 9分」といわれていた（桜井初代山林局長の言）．「山＝森林」というイメージ（風景）は，近現代

日本の産物である．野田（2011）．

(註 17) 乾田化と区画整理による水稲生産力向上および裏作の拡大である．この表現は持田（1990）．

(註 18) しばしば「後発の利益」に注目が集まるが，これは問題の半面にすぎない．経済発展が成功裏に進んだ場合

でも「後発がもたらす緊張」は独自の難問を社会に付与し続ける．
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後者，すなわち「国家と社会の乖離」の事例が国家規

範（国法）と社会規範（農村現場の「生ける法」）の

並存，すなわち「二重規範化」であった．かかるズレ

を「強い国家」で統御するのが，中進国のいまひとつ

の特質である．ただし，財政的裏づけを欠く段階では

実体に乏しく，農村掌握が実質性をもつのは，世界恐

慌（農山漁村経済更生運動／救農土木事業）から戦時

体制（農業団体と農家小組合の統制組織化）へとつな

がる昭和戦前期のことであった．

4）農地改革と戦後自作農制
　農地改革も中進国性の産物である．20 世紀半ばに

それを必要としたところが先進国との，短期に驚異的

な達成をみたところが途上国との，いずれも顕著な差

である．戦前期小作農民の困難は，直接には土地問題

として現象し，「農家（イエ）の家産願望」と「ムラ

の土地所有回復（不在地主の解消）欲求」は実に強

かったから，農地改革には大義があった．しかし，後

述のように日本農民は，「〈イエの土地〉所有」と

「〈ムラの土地〉保全」の両面を同時に追求し続けてき

たのであり，「孤立した私的土地所有」として創出さ

れるべきものではなかった（註 20）（小倉②④）．し

たがって，小倉の論点④が「近代化は農地法で終わ

り」と述べたのは首肯しうる．ただ，「土地所有の新

しい公共性」の現実化という観点からいえば，1953

年農地改革違憲訴訟（註 21）の敗北が重要であった．

最高裁が下した農地改革合憲の論拠は，「農村平和と

食糧増産は国民国家全体の利益である」というもので

ある．農地所有の社会的性格（生ける法）の意味を再

評価しつつ新たな農地保全システム（地価と潰廃の統

制）を定置する最大のチャンスは，「農地改革＝戦後

自作農的土地所有の公共性」が一大争点を形成した当

該期であったが，農政はこのタイミングを逸した（註

22）．

5）小括Ё中進国性が付加した構造要因Ё
　20 世紀半ばまで「三大基本数字」を維持しえたの

は，イエとムラの必死の対応の結果であった．しかし，

それは高度成長期以降急速に崩壊する．都市・工業の

野放図な拡大に直面し，イエは「持てる資源（家族労

働力と土地）を総動員して都市に偏在する富にアクセ

スする」ことで対応した．これは「漸次的脱農と引き

換えにイエを守る」戦略ともいえ，それに対応してム

ラもまた農業組織体としての性格を弱め，地権者集団

としての側面を強めることになった．

　かかる過程において，とかく脱農的富裕化の側面が

クローズアップされてきたが，それは農業主体性に

とってはまことに〈深い損傷〉であったことを見つめ

るべきであった．農業構造改革とは，主体形成の同義

語だからである．

5. 農業主体性の存在形態
Ё日本農村が最も動いた時代を振り返るЁ

1）農業問題が「経済問題」になった時代
　農民の社会運動を通じて農業主体性のありようを概

括する．それは，「農家・農村におけるアイデンティ

ティやエートス」と，「政策もしくは学における近代

化・産業化カテゴリー」の間にあるシリアスな〈隙

間〉を際立たせるためである．また大正期をとりあげ

るのは，当該期が多様な農村社会運動の展開した空前

の時代であったことに加え，いわゆる 1940 年体制論

がデレギュレーション正当化の論拠とされる状況があ

るからである．デレギュレーションの抽象的必要性で

はなく，その具体的内容を問うという見地からすれば，

40 年体制によって「壊されたもの（すなわち，近代

日本農業史が孕んだDNAの一つ）」を知ることが必

要であろう．

　第一次大戦で物資供給国というポジションを得た日

本では，近代工業と都市の形成が一気に進み，現代に

連なる一連の問題群が登場してくる．都市興隆の対極

として「農業・農村の苦難」がクローズアップされ，

「農村問題」が有力な世論を形成した（註 23）．他方，

(註 19) 明治国家の形成にあたり，国家的統合の阻害要因である旧近世村の自立性を破壊し，新たな国家的共同体と

して行政町村を実質化することが重要施策になった．旧近世村の自立性の高さを強調して，齋藤仁は「自治村落」と

よんだ（齋藤 1989）．

(註 20) ├個の自立」に問題を単純化したのは占領軍である．なお，農地改革が生み出した自作農的土地所有の特異性

に注目し「農地法的土地所有」と命名したのは梶井功であった（たとえば梶井 1977）．官僚的農地管理の特徴を「台

帳による一筆管理主義」だと特徴づけたのも梶井である．かかる形式化は，土地管理にかかわるムラ的＝空間的な側

面と主体的側面を弱化させることになったであろう．また渡辺（1975）は，高度経済成長が農地所有を「資産的所

有」へ変質させたことを問題にした．

(註 21) ├農地改革は財産権を侵害した憲法違反である」とする 102 件の違憲訴訟が提起された．

(註 22) 農地法制定前後の時期には，「財政需要が地価引き上げをもとめていただけでなく，担保価値の増大を求めて

地価上昇を望む雰囲気もあった」とは梶井の指摘である（梶井 1979：p.183）．
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第 4表　大正期小作争議の特徴

争議件数 小作料減免（比率) 参加地主数（1件当) 参加小作数（1件当) 関係耕地面積（1件当)

1918（大 7) 　256 件 ？　件 ？　人 ？　人 ？　町

1922（同 11) 1,575 件 ？　件 29,077 人（18.4 人) 125,750 人（79.7 人) 90,253 町（57.2 町)

1926（同 15) 2,721 件 1,989 件（73.1％) 39,705 人（14.4 人) 151,061 人（54.9 人) 93,653 町（34.8 町)

　註：農地制度資料集成編纂委員会（1969：p.50～51）より作成．

都市膨張は消費人口と新しい生活様式の拡大でもあり，

新たな農産物需要を生み（註 24），鉄道網の形成と保

冷車の登場が両者を結ぶ条件をつくった．また，都市

生活の経験や新しい思想（啓蒙主義・キリスト教・社

会主義・無政府主義など）と運動（労働運動・住民運

動・婦人運動など）が農村に「刺激・動き」を持ち込

んだ（註 25）．そして何よりも，次三男や娘たちがこ

ぞって都会へ流出するという事態（向都熱とよんだ）

が，長男（ここでは後継者の意味で用いる）と彼らと

の現実的地位を逆転させた．残された長男は危機感を

募らせ，彼らをイエ・ムラ・農業の変革に向かわせる

ことになった．大正期に各種農村社会運動が激発した

背景には，以上のような主・客の諸条件があった．こ

こでは，小作争議と農家小組合運動をとりあげる．

2）小作争議の論理
　第 4表に示されるように，小作争議は大正半ば以降

急増した（註 26）．争議課題の中心は不作時の小作料

減額であった（註 27）．

　興味深いのは，小作組合の多くがムラを単位として

いること，その立ち上げにはしばしば伝統的な共同体

規制が動員されたこと（註 28）であり，さらに地主

一般ではなく不在地主に主たる照準を定めたことであ

る．不在地主はムラを捨て資源管理や諸負担の義務を

負わない存在であり，これと闘うことは「ムラの平和

を乱す」ことではなく「ムラの再生を図る」ことだと，

自らの正当性を主張しやすいからである．他方，近年

の研究が明らかにした在村地主の農地購買行動は，驚

くべきことに，採算性を犠牲にしてまでもまずはムラ

の土地の買戻しに努力するというものであった（沼田

2001）．このようにみれば，小作争議を地主・小作の

「階級闘争」という側面だけから評価してきたかつて

の歴史学は全体を捉えそこなっていたのであり，地主

も小作も「ムラの再生（ムラの土地の回復）」という

論理に強く支えられて行動していたということになる．

大正期小作争議の意味は，地主の恣意（註 29）を排

し，ムラレベルで客観的基準に基づく小作料減免規定

と土地の保全等を内容とする，新たな土地管理体制を

生み出したところにあった（註 30）．

3）農家小組合運動の論理
　国法に基づき行政町村に設置された産業組合とは別

に，ムラレベルで無数の任意農業組織が設立されたこ

とにも注目したい（註 31）．大正年間に約 8万組合の

設置をみた．もちろん府県農会の熱心な奨励に支えら

れた結果ではあるが，かくも爆発的に普及したこと自

体が，農家／ムラ内在的なエネルギーの存在を示して

いる．

(註 23) 都市の成長は「近代の豊かさ」を実例によって示し，「農民の貧しさと農村生活の単調さや息苦しさ」を顕著

に浮かび上がらせ，「農業の不利化」「農村花嫁問題」などの言葉がマスコミを飾った．いわゆる農本主義は，かかる

状況に対する農業・農村の自己主張であり対抗思想であった．

(註 24) 大正時代はいわゆる日本型食生活（主食＋╈）の端緒的形成期にあたる．

(註 25) 米騒動（1918 年）は日本近代が経験した最大最後の騒擾事件である．富山の一漁村から全国に波及し短時日

に寺内内閣を総辞職に追い込むに至り，庶民が自ら（社会運動）の力を知る大きな契機となった．

(註 26) 大正期小作争議の舞台は西日本である．その後昭和恐慌を契機として，東北地方を中心に零細地主の土地取

り上げをめぐる個別レベル（当事者同士）の耕作権争議が多発する．その性格は大きく異なるので明確に区別された

い．

(註 27) 自らの正当性を説明するための重要な手段が「損益計算書」の作成であった．

(註 28) ムラの通念を壊して対抗的運動を立ち上げるには，それだけの「飛躍」がいる．いかなる社会でも，危機的

な困難に遭遇した時，しばしば「伝統（過去の記憶）」が呼び戻される．

(註 29) かかる「恣意」自体が近代の産物であることに注意されたい．前近代社会の慣行は地主の個人的恣意を簡単

に許すほど緩くはない．

(註 30) 再編された農村システムを協調体制とよぶ．坂根（1990），庄司（1991），佐藤（1996）．
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　注目すべきは，産業組合とは異なり「生産過程の共

同」に積極的に取り組んだことである．滋賀県（1925

年）の事例を示せば，次のようである（註 32）．品種

改良／品質差別化に関わるものには下線を，農業機械

の導入を伴うものにはНを付した．

　最多を占める「靭摺」の大部分は，砕米比率を低下

させ米の格付けを上げるためのゴムロール式靭摺機導

入を契機とするもの，要するにこの時期に展開しつつ

あった米穀市場への集団的対応策である（註 33）．

「品種改良」にムラが取り組み「採種圃」をつくって

優良品種を確保するとともに，「品評会」や「研究会」

を開催して農事の研鑽をつむ…多様な活動が行われて

いたことがわかるであろう．

　靭摺┢（全 256 組合中 178 組合…以下，実施組合数

のみ略記），精米┢（146），養蚕（128），揚水┢（93），

養鶏（84），製縄┢（80），品種改良（60），採種圃

（56），製唳┢（54），養鯉（50），耕地集団化（42），山

林経営（40），精麦┢（31），労力調整（29），共同経営

（28），品評会（23），脱穀┢（20），園芸作改良（20），

麦作改良（18），養畜（17），牛耕（15）など（多い

順）．

　なお，研究会・講話会・視察（98）の多くも農業技

術にかかわる内容が多いと考えられる．

4）小括Ё農業・農村主体性のゆくえЁ
　大正期農村社会運動は，国法の強制に対する農村社

会の現実（生ける法）の自己主張であり，都市（近

代）が提供した新しい諸条件（技術・市場・思想・運

動）を利用した農業・農村革新の試みであった．小作

争議は地主制下の公正性およびムラのリニューアルと

土地保全の要求であり，農家小組合は新たな市場環境

に対する生産・流通両面におけるムラの対応であった

（註 34）．しかし，中進国の困難は過程が圧縮される

ことである．

　大正期農村社会運動は農業・農村の日本的近代化の

模索でもあったが，わずか 10 年余にして転轍を余儀

なくされた．それまでムラの自立性を忌避していた国

家は，恐慌と戦争の時代に突入するとともにその全面

活用に大転換し，ムラは「経済更生運動の実働部隊」

を経て「統制経済の基礎組織」へと再編されたのであ

る（註 35）．

　その後，戦後農村不況の一時期を経た後，50 年代

末からは一転して高度経済成長という未曾有の事態に

直面した．しかしこれは，大正期のようにムラ内部で

対処可能な問題ではなかった．超絶的な農工間格差へ

と問題の主軸が転換したからである．本来ならば，こ

の時期こそが国家の出番であった．しかし，「日本農

業の社会的性格」という枢要点をはずした農政論議は，

自立的要素としての「社会」を欠いた二項対立（市場

原理か国家管理か）の様相をとる．かかる政策的無力

の前に農業現場がとった主要な対応は，先述したとお

り，都市的富に接続して〈脱農的イエ〉を残すことで

あった．

6. 農業構造改革の基本視点
Ё小倉の問いに対してЁ

　(1) ├明確な社会的形態（註 36）をとった農地所有

と農業主体」…これこそが西欧はむろん東北アジア諸

国とも異なる際立った日本的個性であった．しかし農

(註 31) 嚆矢は 1896（明 29）年の鹿児島県．大正期に全国運動化し，設置数は 1925（大 14）年 7万 9,690 組合，

1928（昭 3）年 15 万 7,439 組合へと急増し，1941（昭 16）年には 31 万を超えた．なお 1933（昭 8）年における「共

同作業（≒生産過程の共同）」実施組合比率は 80.2％であった．以上，棚橋（1955）．しかし昭和期における激増は，

恐慌と戦時対応の産物（恐慌期における政策の実働部隊から戦時期における農業統制の基礎組織への再編）であり，

これを大正期農家小組合の発展と評価するのは適切ではない．

(註 32) 野田（1998）．滋賀県農会が奨励策を決めた初年度（1922 年）に結成された 12 組合のすべてが農業機械導入

を契機にしていたことに一つの積極性をみたい．また，1925 年時点の「生産過程の共同」比率は事業総数の 75％を

超えていた．

(註 33) この時期，近畿地方では良質米として「旭」種の評価が高まっており，「旭＋ゴムロール式靭摺機」がほぼ

セットで普及されつつあった（野田 1989）．

(註 34) 運動指導者が一挙に 50 代から 20 代へと若返ったという研究もある．たとえば，大門（1994）．

(註 35) 初発は，農家小組合を法人化（農事実行組合）して産組に加入させる途（ムラぐるみ加入）が開かれたこと

である（1933 年産組法改正）．なお，1940 年体制が農村の保守主義・権威主義を生んだという指摘があることに注目

したい．小倉武一は，戦時下に「地主の家父長主義」に代わる「国の家父長主義」が生まれたことを（小倉 1981～

82：7，pp.345～348），近藤（2001）は「戦時下につくられた農村の保守的雰囲気」を問題にしている．

(註 36) どの国・地域においてもなんらかの社会性を帯びるのは当然だが，強固で持続的なシステム（イエ・ムラと

それを支えるエートス・慣行の総体）を創りあげたところが日本の際立った特色である．
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業経済学は，「社会」を十分咀嚼することができな

かった（註 37）．東畑精一が「単なる業主」しか発見

できなかった理由（註 38）も，小倉が東畑から柳田

に思考の軸足を移した理由もここにある．近代化を個

別化（正確には「個の自立」）と同一視し，伝統的結

合に対する批判と克服が中心課題にされる傾向は，他

の社会科学領域でも同じであった．これは世界に共通

する時代的制約であったが，日本の場合はその中進国

性が問題をはるかに大きなものにした．一方では

「〈伝統の重さ〉と〈圧縮〉がうむ軋轢は大きい」とい

うリアルな現実があり，他方では「戦時体制に吸引さ

れた〈情緒的集団性〉に対する反省」という当然の課

題があり，また「アメリカモデルの登場により相乗さ

れた〈豊かさへの渇望〉」があった．その上に「コン

テキストを無視して流通する〈輸入学問の形式性（註

39）〉」が重なったため，近代主義を相対化する視座が

育ちにくかったからである．

　構造改革失敗の根本原因は，かかる初期条件の無理

解に対する「社会の拒絶」であった（註 40）．実際，

現在の個別大経営の担い手たちが最も意を注ぐのは，

地元（地権者集団）との信頼関係を築くことである．

これは，歴史が生み出してきた土地所有観および農村

社会の共同性と混住性に対する，「強い配慮」であり

「折り合い」である．しかも，零細分散錯圃制という

歴史基盤のうえで取り組まざるをえない規模拡大を面

的集積に結び付けるには，地域レベルで適切に調整し

うる抜本的な仕組みがいる．以上の意味で，日本農業

では個別大経営といえどもムラ農業であり，「社会の

問題（農村社会にとっての合理性）」として対処すべ

き農業なのである．かかる日本的個性を「論理」とし

て把握できないと，単なる破壊と創造的破壊の識別が

困難になる．事実，日本最大の農村社会運動が近代適

合的な経済社会組織と行動原理の模索であったことは

参照されず，構造政策と同時に実施された水稲減反が

農民エートスに与えた打撃の深さに注意が払われず，

高度成長による「三大基本数字」の崩壊を構造改革条

件の成熟化と同一視し，それが農業主体崩壊の一側面

であり農業再構成に対する新たな困難でもあることを

軽視してしまった…小倉の「述懐」を貫くのは，これ

ら総体に対する厳しい反省であるように読める（註

41）．

　(2) 俗な表現が許されれば，戦後農地改革以降の半

世紀間，〈イエとムラの土地は守る〉〈土地を守るとは

それを利用すること〉という二つの伝統的観念（ムラ

(註 37) 楜澤（2011）は，農地所有のムラ的な性格は戦前以来の農地制度に深く影響を与えてきたことを指摘し，戦

後の農地利用増進法（1980 年）をもって「むら＝農業集落をついに法の舞台に登場させた点で画期的である」（p.

238）とし，「農地法を貫く「耕作者主義」」と「農業経営基盤強化促進法の基礎にある「農地の自主管理」」が戦後農

地法制を支える「二つの基本理念」だとしている（p.241）．興味深い論考であるが，戦前はともかく戦後における

「農地の自主管理」評価は，利用権の拡大には寄与したことは認めるにしても，高すぎる．「画期的」法制度と農業現

場とのギャップはどこにあるのか知りたいところである．

(註 38) 農家小組合運動を中心にしつつ，菅（1990）などの伝えるより広域な（ここでは郡レベル）ネットワーク型

主体の存在も含める．東畑（1988）は，「展開過程」に関与するあらゆる農業主体に目配りをしており秀逸である．

しかし，農会も産業組合も「生産過程革新の機能をもたない」とし，農家小組合は，生産への関与を評価しながらも，

任意性ゆえの脆弱性を問題視していた．東畑の農家小組合評価の難点は，多様な農家小組合を平柊値で語ったため

「評価すべきコア」を把握しえなかったこと，より根本的には「評価基準」が厳しすぎたことである．企業者とは

「与件の急激なる変動に対し経済を最も巧みに適応せしむる」（p.74）もののみであり，「経済の徐々たる変化に…充

分適応し得」えたとしても妥当しないという（p.73）．これでは農家小組合の積極面を掬い取ることはできない．「中

進国・小農制」における農業主体性のあり方をいわばファーマー基準で処理しようとしたことに大きな無理があった

（類型的認識の欠落）．

(註 39) 一例をあげる．「Individualism に個人主義という日本語をあてたのは誤訳であり，その語が含んでいた共同性

とのかかわりを切り捨て，日本の戦後近代化過程に私的契機の暴走をもたらす一因になった」，とは 40 年以上も前の

平田（1969）の指摘である．

(註 40) ├イエ・ムラの論理」との乖離が大きすぎた．イエとムラは世代継承的かつ領域的な「土地所有」に立脚して

いたがゆえに，農地を単なる致富手段と看做してムラを分断した不在地主（近代的市場経済の体現者）は，直ちに小

作争議（ムラ回復欲求）の反撃を受けた．「戦後における構造改革」は「戦前における不在地主」と同様の役割を演

じたのであり，いずれも「市場合理性の強権的介入」に対する「社会の反発と防衛」であった．ただし，問題を社会

運動として自己主張できた大正期とは異なり，「前面化した国家」と「組織された市場」のもとでは，「納得できる範

囲」で「自らを変質させる」ことが主要な対処法になったのである．〈大正期農村社会運動の後退的・自衛的再現〉

とでも表現できようか．
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の常識）を大声で宣言し続けてきた方が，はるかに構

造改革は進んだのではないか（小倉①②④）．

　楠本（2010）のいわゆる二階建方式は，かかる伝統

的観念の前者と後者を区別し，前者を「ムラ（地権者

集団）要するに伝統」に，後者を「現代が生み出した

多様な経営主体」に委ねるという，「歴史と現代を折

合わせる」ための創造的工夫であり，今後の農地問題

対応の一つの基本形をなすと思う（註 42）．また谷口

ほか（2010）は，水稲の多面的利用を飼料穀物化を軸

に構想し（水田能力の活用），大経営適合的水田農法

体系を提案している（註 43）が，これらの試みが日

本型農業構造改革の突破口をなすのであろう．

　しかし，これらの普及（一般化）という問題を考え

ると，農法的／社会的規定性が強い日本の構造改革は，

地域ごとに具体的にモディファイすべき必要が大きい

だけ長期を要し，成立可能性自体にも大きな偏差が存

在することが留意されるべきである．そして，多くの

地域において「農業・農村構造の重層性」という日本

的特色は依然として存続していくであろう．それは，

WTO体制（世界標準）が要求するスケジュールとも

構造改革像とも大きな齟齬をきたす．農政（学）は，

以上の諸点を明確に論述すべきではないか．

7. おわりにЁ類型的視点の必要性Ё

　(1) 小倉の反省は，経済学のコアが西欧思想そのも

の（西欧的現実の理論的総括）であり，この点の無理

解が構造改革初期条件の無視につながったことの自覚

であり（「学」の中進国性），それを克服するための

「歴史と社会」への着目であった（小倉①）（註 44）．

　国際舞台において，西欧諸国は自らの利害を普遍概

念に置き換えて主張するのが常であるが（野田 2006

b），日本は自らの「特殊性」を無媒介に対置してき

たようにみえる（政治の中進国性）．しかし，グロー

バル化が肯定的意味合いを発揮するには，普遍主義で

も例外主義でもなく，「多様な世界の相互性」として

把握できる思想（構造的差異とそれらの相互理解・相

互補完の知としての世界類型論）が必要である．それ

は農業経済学にとっては，厳密な論理的前提を曖昧に

したまま流通させてしまった「国際分業論」を明示的

に相対化するという「責任」を果たすことでもあろう．

　(2) 社会性を帯びた土地を扱うには思想がいる．土

地思想の有無が，西欧近代土地問題との決定的な差を

生んだ（註 45）．ここでは，現代的日本的な土地所有

思想を考えるためのヒントとして，丹羽邦男が発掘し

た明治 9年の 1農民の言葉を紹介したい（註 46）．地

(註 41) むろん小倉は，概念上も方法論上も自らの問いを十分つめきれていない．これは私の読み方である．なお，

近年の「担い手がいないから株式会社を」は，かかる歴史過程の現代的表現である．「顔見知り」の範囲であるうち

は大きな刺激になろうが，「よそ者」に移行した後の「撤退」が農村に与える打撃の性格は，ずいぶんシリアスなも

のになるかもしれない．

(註 42) 中山間地域等直接支払制度（2000 年）も，かかるコンテキストのうえに位置づけることにより，新たな意味

と可能性を持ちうるかもしれない．

(註 43) 構造改革は本来，技術合理性の追求という側面をもつが，現実には休閑除草農業スタイルの水稲単作型大経

営が目指されてきた．「本来の技術・風土合理性を犠牲にしてでも経済合理性を追求した」という逆説にこそ，現代

日本における農業構造改革の際立った特色がある．谷口らの研究は，構造改革に技術・風土合理性を獲得させる努力

の一つと位置づけられようか（なお報告では「技術合理性」という表現を使っていたが，このコンテキストで経済合

理性に対置すべきは「風土合理性」ではないかとの谷口の指摘を受け，「技術・風土合理性」と表記することにした）．

小池（2008）もまた，土地利用率向上に焦点をあてた新しい「技術・風土合理性」といえよう．

(註 44) 小倉自身が柳田中農養成策を要約しているので参照されたい（小倉 1987：p.218～219）．なお，柳田の言葉を

直ちに現代日本における構造改革（論）の妥当性に結び付けるのは妥当ではない（山下 2010）．柳田の議論は，村落

の単位性と自主性に対する深い洞察，農地所有の社会性と村落＝管理単位の重視，農業の共同性に対する高い位置づ

け，地域経済圏としての農業問題理解，さらには農政を「国家百年の謀」として捉える大局性などにおいて，現代農

業構造改革論議をはるかに凌駕している．構造改革目標も，執筆時点（明 37）で 5万戸前後はあったと思われる 5

町歩以上層ではなく，家族協業を軸に台頭しつつあった 2～3町歩層（後に自小作前進・中農標準化として把握され

た日本型近代小経営）においている．柳田の主張は大局的・総合的であるとともに介入性（外在性）が乏しく，「社

会の拒絶」を受けた現代農業構造改革とは根本的に異なっている（柳田 1904）．

(註 45) ├思想（≒社会）なき規制強化」の帰結は，「ザル法化」か「恐怖政治化」のいずれかであろう．

(註 46) 丹羽（1989）．なお近代日本の開発は，「開発神」として登場した「現人神（近代の天皇）」の「命」によるム

ラ固有の「小さな神々」の征服史でもあったことは記憶しておいてもよい．これもまた中進国的であろう（筒井

2006）．
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租改正のための測量に村を訪れた役人に「この土地は

誰のものか」と問われた農民は，しばらく逡巡した後，

次のように答えたという…「上土は自分のもの，中土

はムラのもの，底土は天のもの」．かかる回答に接し

た役人は，日本農民の所有権意識の未熟を嘆いたのだ

が，現代から振り返れば，自然の有限物である土地と

人間の関係，とりわけ日本社会における農地のあり方

を〈個別利用主体・地域デザイン主体・国家という担

保力〉の重層的関係として構想する，まことに魅力的

な思想である．実際，これを踏み潰したところに日本

的私的土地所有の暴走があった（近代地主制と現代土

地バブル）．小倉の問②④は，かかる史実のなかにお

いてこそその意味が理解できる．さらに小倉③は，

「農業構造改革から農林業構造改革へ」という画期的

展望にも脈絡する．農・林が強い有機的連関を有した

という日本的個性と，加工型畜産と化した日本的事情

を考えれば，ミドル・レンジの構造改革論が射程にい

れてもよい論点であろう．

　(3) ├日本農業のベースラインとして構造改革を論

じる」とは，まずは農業／土地問題が多分に〈伝統〉

と〈不可逆的変化〉相乗の産物であることを踏まえた

うえで，上述した諸論点を農業経済学において〈主題

化〉することだと考える．以上を「学」に携わる私た

ちに即していえば，自然と社会／基礎と応用などとい

う二分論的科学論を超えて目的科学（柏 1962）たる

農学の方法論を研ぎ澄ますこと，すなわち小倉⑤の方

法論的忠告Ё学際なくして農政論なしЁに耳を傾ける

ことであろう（註 47）．
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